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別表 
 第１ 海上自衛隊及び航空自衛隊の基地等に所在する自衛隊情報保全派遣 

隊の賠償実施権者 
 第２ 見舞金支払基準額 
別添 労働者災害補償保険の保険給付と防衛庁が第三者として行なう損害賠

償金の支払に関する調整について 
 

第１章 総則 
（目的等） 

第１条 この達は、陸上自衛隊（自衛隊情報保全隊、自衛隊体育学校、自衛隊
中央病院及び自衛隊地方協力本部を含む。以下同じ。）の行う損害賠償の実
施に関して、必要な事項を定めることを目的とする。 
（用語の定義） 

第２条 この達において用いる次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該
各号に定めるところによる。 
(１)「駐屯地業務隊等の長」とは、駐屯地業務隊長、駐屯地業務隊を置かな

い駐屯地にあっては当該駐屯地業務を担当する部隊等の長、中央業務支
援隊長、自衛隊中央病院長及び自衛隊地方協力本部長をいう。 

(２)「賠償実施権者」とは、損害賠償の実施に係る権限を委任された者をい
う。 

（賠償実施権者及び認定権限等） 
第３条 陸上幕僚長及び賠償実施権者その認定権限及び担任区分は、次表のと
おりとする。 

賠償実施権者 認 定 権 限 担任区分 

陸上幕僚長 １ 死亡事故に伴う損害賠償

（慰謝料を伴うものを除

く。） 

２ 障害等級３級以上の障害

賠償及びこれに伴う慰謝料 

陸上幕僚監部、陸上自衛隊の

部隊等及びこれらに勤務する

隊員に係る事故 

１ 入院療養見込期間が２箇

月以上の人身事故に伴う損

害賠償（障害等級３級以上

の障害賠償及びこれに伴う

慰謝料を除く。） 

２ 200万円以上の財産賠償

及びこれに伴う休業賠償 

陸上幕僚監部、自衛隊中央病

院、市ヶ谷駐屯地に所在する

部隊等及びこれらに勤務する

隊員に係る事故 

方面総監 １ 入院療養見込期間が２箇

月以上の人身事故に伴う損

害賠償（障害等級３級以上

の障害賠償及びこれに伴う

慰謝料を除く。） 

２ 200万円以上の財産賠償

及びこれに伴う休業賠償 

方面区内に所在する部隊等

（自衛隊中央病院及び市ヶ谷

駐屯地に所在する部隊を除

く。）及び当該部隊等に勤務

する隊員に係る事故 



駐屯地業務隊

等の長 

１ 入院療養見込期間が２箇

月未満の人身事故に伴う損

害賠償（障害賠償及びこれ

に伴う慰謝料を除く。） 

２ 200万円未満の財産賠償

及びこれに伴う休業賠償 

当該駐屯地に所在する部隊等

（市ヶ谷駐屯地にあっては陸

上幕僚監部を含む。）、自衛

隊情報保全隊、自衛隊中央病

院、自衛隊地方協力本部（以

下「駐屯地等」という。）及

び当該部隊等に勤務する隊員

に係る事故 

別表第１に定める海上自衛隊

及び航空自衛隊の基地等に所

在する自衛隊情報保全派遣隊

並びに当該部隊に勤務する隊

員に係る事故 

 
２ 同一事故により、２人以上の被害者が生じ、又は２以上の種別（療養及び
休業賠償等をいう。）の損害を生じたため、賠償実施権者が２人以上にわた
る場合の認定権限は、原則として上級の賠償実施権者の担任とする。 

３ 第１項の担任区分により難いと認めるときは、陸上幕僚長が指示するとこ
ろにより処理するものとする。 
（損害賠償事務の認定権限の特例） 

第４条 陸上幕僚長及び方面総監は、賠償事故の性質上、特に必要があると認
める場合は、前条の認定権限にかかわらず、自ら認定し、又は駐屯地業務隊
等の長に必要事項を指示して行わせることができる。 

２ 駐屯地業務隊等の長は、自己の認定権限に属する賠償事故であっても、そ
の性質上自ら認定することが困難又は不適当であると判断する場合は、当該
認定事務を上級の賠償実施権者に上申することができる。 

３ 陸上幕僚長又は方面総監は、自己の認定権限に属する賠償事故のうち、当
該事故の性質が単純で、かつ、迅速な処理を要するため、駐屯地業務隊等の
長に実施させることを適当と認めるときは、前条の規定にかかわらず、第２
回以降（ただし、最終賠償金を除く。）の療養賠償（療養に伴う慰謝料を含
む。）及び休業賠償の認定事務を駐屯地業務隊等の長に実施させることがで
きる。 
（処理の移管） 

第５条 賠償実施権者は、自己の担任区分に属する賠償事故のうち、その発生
地が遠隔であるため、自ら処理することが困難であると認めるときは、上級
の賠償実施権者の承認を得て、必要資料を添えて当該事務を他の同級の賠償
実施権者に移管することができる。 

２ 自衛隊地方協力本部長は、自己の担任区分に属する賠償事故が発生した場
合において、業務上の都合により自ら処理することが困難であると認めると
きは、方面総監の承認を得て、同一方面総監の指揮監督する駐屯地業務隊等
の長に処理を移管することができる。 

 
第２章 報告、調査等 

（報告通知義務） 
第６条 隊員が、自己の職務遂行中に他人に損害を与えた場合には、当該隊員
及び現場指揮官は、事故現場における証拠保全等必要な処置をとるととも 
に、順序を経て速やかに所属の部隊等の長に報告するものとする。 

２ 前項により報告を受けた部隊等の長は、直ちに当該駐屯地業務隊等の長に
賠償事故発生の概要及び処置した事項等について通知するものとする。 



３ 事故が隊員の勤務する駐屯地等から遠隔の地で発生した場合は、当該隊員
及び現場指揮官は、前２項に規定するところにより処置するとともに、最寄
りの駐屯地業務隊等の長に通知するものとする。 

４ 前項により、通知を受けた駐屯地業務隊等の長は、必要に応じ所要の支援
を行うほか当該隊員の勤務する駐屯地等の駐屯地業務隊等の長と事故処理の
担任について協議するものとする。 
（発生報告） 

第７条 前条第２項の規定により賠償事故発生の通知を受け、又は第５条の規
定により処理の移管を受けた駐屯地業務隊等の長は、所要の発生報告書及び
事故現場見取図を作成し、方面総監（自衛隊中央病院長及び中央業務支援隊
長にあっては陸上幕僚長）に報告する。この場合において、陸上自衛隊に賠
償責任がないものと思料される事故であっても現実に損害が発生し、かつ、
将来賠償請求の可能性のある事故、又は政治的、社会的に重大な影響を及ぼ
すと認められる事故について報告漏れのないよう特に留意するものとする。 
（法定第１号） 

２ 前項の報告を受けた方面総監は、次の各号に掲げる賠償事故については、
その都度速やかに陸上幕僚長に報告するものとする。（法定第１号） 
(１) 死亡事故又は同時に数名以上の重傷者（致命若しくは致命のおそれが

ある負傷又は 30日以上の治療を要する見込みの負傷を被った者をい
う。）が発生した事故 

(２) 武器、弾薬、火薬等に起因する事故 
(３) 火災事故 
(４) 航空機、無人機又は落下傘に関連する事故 
(５) 踏切事故 
(６) 隊員の故意又は重過失に起因すると認められる事故 

３ 方面総監は、第１項の規定により報告を受けた賠償事故について、毎月取
りまとめ、賠償事故発生月報（別紙第１）により翌月の 25日までに陸上幕僚
長に報告しなければならない。（法定第１号） 
（事故の調査） 

第８条 賠償に係る事故が発生した場合は、当該賠償事故の調査は、原則とし
て事故を担任する駐屯地業務隊等の長が行うものとする。 
（事故番号） 

第９条 前条の規定により賠償事故の調査を担任する駐屯地業務隊等の長及び
方面総監は、発生報告書、賠償事故発生月報、認定書、賠償事故上申書、賠
償実施結果報告書、賠償実施結果月報、賠償事故経過報告書に会計年度ご 
と、事故発生順に方面隊及び駐屯地業務隊名等を冠した事故番号を付するも
のとする。 
（損害賠償請求書の受理） 

第 10 条 賠償請求権者から提出される損害賠償請求書は、当該事故を担任する
駐屯地業務隊等の長が受理するものとする。この場合において、戸籍謄本、
住民票その他損害賠償請求権を有する者の確認のため必要な資料の提出を求
めるものとする。 

 
第３章 認定、賠償金の支払等 

（損害賠償審議会の設置） 
第 11 条 駐屯地業務隊等の長は、損害賠償の適正妥当を期するため、必要があ
ると認める場合には、当該駐屯地等に所在する部隊等の隊員をもって構成す
る損害賠償審議会を設置して、次に掲げる事項を審議させ、その意見を徴す
るものとする。 
(１) 賠償事故の事実 
(２) 賠償責任の有無及びその程度並びに損害の種別及び額 
(３) 隊員に対する求償権の有無、その程度及び額 
(４) その他必要な事項 



２ 駐屯地業務隊等の長は、審議のため必要な場合には、損害賠償審議会に所
要の隊員の出頭を依頼し、又は証拠物等の提示を求めることができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、損害賠償審議会の組織、運営等に関する必要
な事項は、駐屯地業務隊等の長が定めるものとする。 
（認定書） 

第 12 条 賠償実施権者は、損害賠償及び求償権の認定に当たっては、別紙第２
に定める認定書を作成するものとする。 
（諸雑費の認定） 

第 13 条 賠償実施権者は、損害賠償に係る所要の諸雑費の認定に当たっては、
損害請求権者から諸雑費支払明細書（別紙第３）の提出を求め、これにより
費用の認定をするものとする。 
（療養賠償及び休業賠償の実施） 

第 14 条 損害賠償に係る療養及び休業に要する費用の認定は、毎月１回ずつ支
払えるように実施するものとする。 
（障害等級の認定） 

第 15 条 所要の障害等級の認定に当たって、提出された診断書又は意見書に障
害の内容が適正かつ具体的に記載されていないため障害等級の判定が困難な
ものについては、国立又は公立病院、共済組合病院、労災病院、自衛隊病院
等の再診断を求める等適正妥当な障害等級の決定をするものとする。 
（自動車損害賠償責任保険加入車両の取扱い） 

第 16 条 陸上自衛隊が保有する自動車のうち、自動車損害賠償保障法（昭和 30
年法律第 97号。以下「自賠法」という。）第５条に定める責任保険の契約が
締結されている自動車により賠償事故が発生した場合において自賠法第 16条
第１項の規定に基づき被害者が当該事故に係る損害賠償金を保険会社に請求
したときは、当該損害賠償の額（財産賠償を除き、被害者に過失があるとき
は過失相殺を行った後の額とする。）が自賠法第 13条に規定する保険金額を
超過する場合に限り、当該超過額を支払うものとする。 
（他の関係法令との調整） 

第 17 条 労働者災害補償保険法（昭和 22年法律第 50号。以下「労災保険法」
という。）の適用を受ける労働者が損害を受けた場合の保険給付と損害賠償
金の支払に関する調整については、別添「労働者災害補償保険の保険給付と
防衛庁が第三者として行なう損害賠償金の支払に関する調整について」によ
り処理するものとする。 

２ 被害者が、自賠法及び労災保険法以外の法律の規定により損害のてん補を
受け、又は受けることができる場合における損害賠償金の支払に関する調整
については、当該関係機関と密接な事前調整を行い、前項に準じて処理する
ものとする。 
（認定の上申） 

第 18 条 方面総監及び駐屯地業務隊等の長は、第３条に規定する自己の認定権
限を超える場合、又は第４条第１項及び第２項に該当する場合には賠償事故
上申書（別紙第４）に関係証拠資料の正本を添えて、それぞれの認定権限を
有する賠償実施権者に順序を経て上申しなければならない。 

２ 前項の場合において方面総監が陸上幕僚長に上申する賠償事故について 
は、賠償事故上申書及び関係証拠資料正副各１部を送付するものとする。 
（和解契約の締結等） 

第 19 条 賠償実施権者が賠償事故について認定し、損害賠償金を支払う場合 
は、次の各号に掲げる様式による和解契約書を作成するものとする。 
(１) 当該賠償事故が１回限りの賠償金の支払で完結する場合 別紙第５ 
(２) 賠償金の支払が２回以上にわたる場合（以下「中間賠償」という。）

別紙第６ 
(３) 中間賠償を経て最終の賠償金を支払う場合 別紙第７ 

２ 陸上幕僚長又は方面総監は、防衛大臣の認定に係る賠償事故又は陸上幕僚
長若しくは方面総監の認定に係る賠償事故については、自ら実施する場合を



除き、速やかに賠償実施通知書（別紙第８）に当該認定書３部を添えて、駐
屯地業務隊等の長に送付し、和解契約を締結させるものとする。 

３ 駐屯地業務隊等の長は、和解契約に基づき損害賠償金を支払う場合には、
支払を担当する資金前渡官吏に損害賠償金支払指示書（別紙第９）を送付す
るものとする。 
（概算払の決定） 

第 20 条 駐屯地業務隊等の長は、賠償事故の調査が終了し、賠償責任の認定及
び代位請求権の確認を行う以前において、概算払をしようとするときは、あ
らかじめ方面総監（自衛隊中央病院長及び中央業務支援隊長にあっては陸上
幕僚長）の承認を得た上、概算払決定書（別紙第 10）を作成し、支払を担当
する資金前渡官吏に概算払支払指示書（別紙第 11）を送付するものとする。 

２ 駐屯地業務隊等の長は、前項の支払を行ったときは、賠償請求権者から誓
約書（別紙第 12）を徴するものとする。 
（賠償実施結果報告） 

第 21 条 駐屯地業務隊等の長は、損害賠償金を支払ったとき又は第８条に基づ
く調査の結果、賠償をしない旨の通知を行ったときは、当該賠償に係る所要
の賠償実施結果報告書を作成し、これに認定書（ただし、防衛大臣、陸上幕
僚長又は方面総監が認定したものを除く。）及び和解契約書の写しを添え 
て、その都度速やかに方面総監（自衛隊中央病院長及び中央業務支援隊長に
あっては陸上幕僚長）に報告しなければならない。（法定第２号） 

２ 方面総監は、第７条第２項に係る賠償事故及び賠償をしない旨の通知を行
ったときは、前項の報告書をその都度速やかに陸上幕僚長に提出するものと
する。（法定第２号） 

３ 方面総監は、第１項の規定により報告を受けた賠償事故について、毎月取
りまとめ、翌月の 25日までに賠償実施結果月報（別紙第 13）により、陸上幕
僚長に報告しなければならない。（法定第２号） 

 
第４章 不服の申立て 

（不服申立書の受理担任） 
第 22 条 方面総監又は駐屯地業務隊等の長は、賠償請求権者から提出される所
要の不服申立書を受理した場合において、当該申立てに係る賠償事故が自ら
認定したものである場合を除き、当該申立書に損害賠償請求書の写し及びそ
の他必要な証拠資料を添えて、速やかに当該賠償事故を認定した賠償実施権
者に送付するものとする。 
（不服申立ての審査及び判定） 

第 23 条 不服申立てに係る審査及び判定の事務は、当該賠償事故の認定事務を
担任した賠償実施権者が行うものとする。 

２ 方面総監又は駐屯地業務隊等の長の判定に対して、更に不服の申立てがあ
った場合は、当該不服申立書及び当該不服申立てに係る判定書の写しを陸上
幕僚長に提出するものとする。 

 
第５章 見舞金 

 （見舞金） 
第 24 条 駐屯地業務隊等の長は、隊員の不法行為により他人に損害を与えた場
合において、被害者との損害賠償の迅速かつ円滑な解決のため必要と認める
ときは、被害者又は被害者の父母、配偶者若しくは子に見舞金を支払うこと
ができる。なお、損害賠償の責任割合が未確定の時点であっても、被害者又
は被害者の父母、配偶者若しくは子に見舞金を支払うことが特に必要と認め
るときも同様とする。 

２ 見舞金の額の算定は、見舞金支払基準額（別表第２）に定めるところによ
るものとする。 

 
第６章 雑則 

（経過報告） 



第 25 条 駐屯地業務隊等の長は、第７条第１項の規定により発生報告書を提出
した後、６箇月を経過してもなお当該事故に係る賠償責任の認定を行うこと
が困難な第７条第２項各号に掲げる賠償事故については、賠償事故経過報告
書（別紙第 14）を作成し、順序を経て陸上幕僚長に報告するものとする。
（法定第 12号） 

 
附 則 

１ この達は、昭和 49年 10月１日から施行する。 
２ この達施行の際、現に処理中の請求事故については、なお、従前の規定に
よる。 

３ 陸上自衛隊貨物船舶輸送規則（陸上自衛隊達第 98―１号）の一部を次のよ
うに改正する。 
（次のよう略） 

４ 陸上自衛隊鉄道輸送規則（陸上自衛隊達第 98―２号）の一部を次のように
改正する。 
（次のよう略） 

５ 陸上自衛隊債権管理事務取扱規則（陸上自衛隊達第 16―１号）の一部を次
のように改正する。 
（次のよう略） 

附 則（昭和 57年４月 30日陸上自衛隊達第 122―119 号） 
１ この達は、昭和 57年４月 30日から施行する。 
２ この達施行の際現に保有する公印は、新たに作成するまでそのまま使用す
ることができる。 

３ この達施行の際現に保有する旧様式の用紙類は、当分の間内容を修正して
使用することができる。 

附 則（平成元年２月 10日陸上自衛隊達第 122―127 号） 
１ この達は、平成元年２月 10日から施行し、同年１月８日から適用する。 
２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す
ることができる。 

附 則（平成６年 12月 22日陸上自衛隊達第 34―５―１号） 
この達は、平成５年 12月 22日から施行する。 

附 則（平成７年９月 17日陸上自衛隊達第 34―５―２号） 
この達は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成 12年３月 24日陸上自衛隊達第 34―５―３号） 
この達は、平成 12年３月 28日から施行する。ただし、第３条第１項の認定

権限の改正規定は、平成 12年４月１日から施行する。 
附 則（平成 18年７月 26日陸上自衛隊達第 122―211 号） 

この達は、平成 18年７月 31日から施行する。 
附 則（平成 19年１月９日陸上自衛隊達第 122―215 号） 

この達は、平成 19年１月９日から施行する。 
附 則（平成 21年２月３日陸上自衛隊達第 122―230号） 

この達は、平成 21年２月３日から施行する。 
附 則（平成 21年７月 31日陸上自衛隊達第 122―235号） 

この達は、平成 21年８月１日から施行する。 
  附 則（平成 22年３月 15日陸上自衛隊達第 122－238号） 
この達は、平成 22年３月 26日から施行する。 

附 則（平成 23年２月 25日陸上自衛隊達第 34―５―４号） 
この達は、平成 23年２月 25日から施行する。 

附 則（平成 24年３月 21日陸上自衛隊達第 34―５―５号） 
この達は、平成 24年４月１日から施行する。 

附 則（平成 24年５月 30日陸上自衛隊達第 34―５―６号） 
この達は、平成 24年６月１日から施行する。 

附 則（平成 25年５月 30日陸上自衛隊達第 34―５―７号） 
この達は、平成 25年６月 14日から施行する。 



附 則（平成 26年 12月 19日陸上自衛隊達第 34―５―８号） 
この達は、平成 26年 12月 19日から施行する。 

附 則（平成 31年４月 19日達第 122-302号） 
１ この達は、平成３１年５月１日から施行する。 
２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す
ることができる。 

   附 則（令和元年６月 27日達第 122-303号） 
１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 
２ この達の施行の際、現に存する本改正前の様式による用紙は、当分の間、
これを修正した上使用することができる。 

   附 則（令和５年３月 15日達第 34－５－９号） 
この達は、令和５年３月 15日から施行する。ただし、第２４条の規定は、同 

年４月１日から施行する。 
 



 

注：１ 事故の種別には、「車両」、「航空機」、「火器、弾（火）薬類」、「その他」に分類し、記載する。 

  ２ 相手が複数の場合には、行を変え、区分して記載する。 

  ３ 被害の程度又は見積額には、「傷害全治２週間」又は「車種名・車両中破 20 万円」等双方の被害を記載する。 

  ４ 事故の概要には、「十字路交差点で前方不注視によりブレーキ操作が遅れ追突」のように簡潔に記載する。 

  ５ 第 7 条第 2 項の規定により報告したものについては、「中方法第○号（5.9.10）」と、自衛隊車両が自賠法に定める保険に加入してい 

る場合は「自賠加入」と、また移管の場合は「移管元部隊等の事故番号」等と備考欄に記載する。 

  ６ 寸法は、日本産業規格Ａ４とする。 

（令和  年  月分） 



 



 



 
 

 

 

 

注：１ この認定書は、相手側 1名当たり 1部を作成する。 

  ２ 相手側が複数の場合、「事故発生の事実」、「相手側の過失責任」、「隊員の過失責任」及び「隊員に対する求償権認定の理由」は、「○○ 

   に係る認定書のとおり」のように、第４条第３項により業務隊等の長が認定事務を実施する場合は、「中方法第○号（○.○.○）のとお 

   り」等のように省略記載することができる。 

３ 「事故発生の事実」は、１Ｈ５Ｗの原則により簡潔に記載する。 

  ４ 「種別」は、算定内訳の記載を要しない場合は、省略することができる。 

  ５ 「算定内訳」は、算定式を記載し、特に日数が関係するものは、その対象期間を明記する。 

  ６ 「控除金額」は、代位請求等で既に損害をてん補された金額及び概算払金額を記載する。 

  ７ 「支払金額」は、自賠法から支払われた金額があるときは当該金額を区分して記載する。 

  ８ 寸法は、日本産業規格Ａ４とし、「種別」以下の項目については別葉とする。 



 

 
 

 
注：１ 該当項目のみ記入する。 

  ２ 領収書等については、所要に応じ添付させるものとする。 

３ 寸法は、日本産業規格Ａ４とする。 

令和  年  月  日 



 
 

別紙第４(第 18条関係) 



 
 



 
 



 
 



 
 



別紙第９（第 19条関係） 

発簡番号     

年 月 日     

   （資金前渡官吏） 殿 

発簡者名            

損 害 賠 償 金 支 払 指 示 書                

  被害者      に係る賠償請求につき、別添のとおり認定し和解を締結したから、

下記のとおり支払を実施されたい。 

記 

１ 賠償事故の件名 

２ 賠償金受領権者 

   住所 

   氏名 

３ 賠償金認定金額 

４ 支払先及び支払金額 

５ 支払期日及び支払方法 

 注：１ 支払先が複数となる場合には、支払先ごとに支払金額、支払期日及び支払方法

を記載するか、別紙として記載するものとし、委任状等支払の根拠となる資料

（写）を添付すること。 

２ 添付書類は、資金前渡官吏と調整の上、必要書類を添付するものとするが、認

定書は、副本又は駐屯地業務隊長等の原本証明を行った「謄本」とし、和解契約

書については、同「謄本」を添付する。 

３ 用紙寸法は、日本産業規格Ａ４とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第 11（第 20条関係） 

                                発簡番号     

年 月 日     

   （資金前渡官吏） 殿 

発簡者名 

            

概 算 払 支 払 指 示 書 

  被害者      に係る賠償金の概算払請求につき、別添のとおり決定したから、

下記のとおり支払を実施されたい。 

記 

１ 賠償事故の件名 

２ 概算払受領権者 

   住所 

   氏名 

３ 概算払認定金額 

４ 支払先及び支払金額 

５ 支払期日及び支払方法 

 注：１ 添付書類は、資金前渡官吏と調整の上、必要書類を添付するものとするが、概

算払決定書は、副本を添付する。 

２ 用紙寸法は、日本産業規格Ａ４とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

令和  年  月  日 



 

注：１ 被害者が複数にわたる場合は、それぞれ被害者別に記載する。 

  ２ 第 21条２項の規定により報告したものについてはＭＡ法第○号（49.5.31）と、また賠償しない旨の通知を行った事故等については、 

   その旨備考欄に記載する。 

  ３ 責任比率には、該当欄に８：２等と記載する。 

  ４ 認定区分は、該当欄に○印を付する。 

  ５ 認定回数には、「第１回完結」、「第○回中間」、「第○回最終完結」等と記載する。 

  ６ 賠償金内訳の空白欄には、「療養」、「休業」、「財産」等と該当する内訳項目のみについて欄を設け記載するものとし、（ ）内には、初

回 

   からの支払累計金額を記載する。なお、概算払をしているものについては、備考欄に「概算払○○円」と記載する。 

  ７ 寸法は、日本産業規格Ａ４とする。 

（令和  年  月分） 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

別紙第 14(第 25条関係) 



別表第１（第３条関係） 

 

海上自衛隊及び航空自衛隊の基地等に所在する 

自衛隊情報保全派遣隊の賠償実施権者 

自衛隊情報保全派遣隊名 賠 償 実 施 権 者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 目黒第３情報保全派遣隊  教育訓練研究本部長 

 百里情報保全派遣隊  施設学校長 

 防衛大学校情報保全派遣隊 
通信学校長 

 横須賀情報保全派遣隊 

 下総情報保全派遣隊  需品学校長 

 府中情報保全派遣隊  小平学校長 

 十条第２情報保全派遣隊 
 補給統制本部長 

十条第３情報保全派遣隊 

 千歳情報保全派遣隊  東千歳駐屯地業務隊長 

 函館第２情報保全派遣隊  函館駐屯地業務隊長 

 大湊情報保全派遣隊  青森駐屯地業務隊長 

 八戸第２情報保全派遣隊 
八戸駐屯地業務隊長 

 三沢情報保全派遣隊 

 松島情報保全派遣隊  多賀城駐屯地業務隊長 

 熊谷情報保全派遣隊  新町駐屯地業務隊長 

 入間情報保全派遣隊  朝霞駐屯地業務隊長 

 館山情報保全派遣隊 
 木更津駐屯地業務隊長 

木更津第３情報保全派遣隊 

 横田情報保全派遣隊  立川駐屯地業務隊長 

 厚木情報保全派遣隊  座間駐屯地業務隊長 

 静浜情報保全派遣隊 
駒門駐屯地業務隊長 

 浜松情報保全派遣隊 

 小牧情報保全派遣隊  春日井駐屯地業務隊長 

 岐阜第３情報保全派遣隊  守山駐屯地業務隊長 

 奈良情報保全派遣隊  大久保駐屯地業務隊長 

 舞鶴情報保全派遣隊  福知山駐屯地業務隊長 

 阪神情報保全派遣隊  千僧駐屯地業務隊長 



 美保情報保全派遣隊  米子駐屯地業務隊長  

呉情報保全派遣隊 
海田市駐屯地業務隊長 

江田島情報保全派遣隊 

 岩国情報保全派遣隊 

山口駐屯地業務隊長 防府情報保全派遣隊 

小月情報保全派遣隊 

 徳島第２情報保全派遣隊  徳島駐屯地業務隊長 

 小松情報保全派遣隊  金沢駐屯地業務隊長 

 春日情報保全派遣隊  福岡駐屯地業務隊長 

 築城情報保全派遣隊 
小倉駐屯地業務隊長 

 芦屋情報保全派遣隊 

 佐世保情報保全派遣隊  相浦駐屯地業務隊長 

大村第２情報保全派遣隊 大村駐屯地業務隊長 

 新田原情報保全派遣隊  都城駐屯地業務隊長 

 鹿屋情報保全派遣隊  国分駐屯地業務隊長 

 那覇第２情報保全派遣隊 
那覇駐屯地業務隊長 

 那覇第３情報保全派遣隊 



 



 



 
 

 

 

 

 



 
 



 

令和  年  月  日 



 


